
地方財政の現状について
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（三重県防災対策部副部長）
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注：本資料の内容中、意見に関する部分については、発表
者の個人的な分析・見解であることをご了承願います。



国土審議会第３回長期展望委員会・配付資料
資料４ 「国土の長期展望」中間とりまとめ（案）≪図表≫

将来の維持管理・更新費は２倍に

国土交通省ＨＰ 1



投資的経費はピーク時の１／２
維持補修費は横ばい
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千人
人口の推移と将来人口

（総務省統計局「日本の統計2011」第２章
２－１人口の推移と将来人口より作成）

2050年

将来の人口は減少
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「国土の長期展望」中間とりまとめ（案） 概要
平成23年2月21日
国土審議会政策部会長期展望委員会

人口が半減以上する地点が66％、
うち２割は無居住化（2050年）

国土交通省ＨＰ
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5「国土の長期展望」中間とりまとめ（案） 概要 平成23年2月21日
国土審議会政策部会長期展望委員会

国土交通省ＨＰ
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年齢３区分別人口構成比

（総務省統計局「日本の統計2011」
第２章２－１人口の推移と将来人口
より作成）

人口構成も大きく変化
高齢化の進展
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社会資本の更新等に関する財源確保
（地方の希望）
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総務省ＨＰ「社会資本の維持管理・更新に係る財源の確保」の在り方」
社会資本の維持管理及び更新に関する行政評価・監視（平成24年2月3日）



国の予算：税収と歳出の差の拡大

財務省ＨＰ 8



増大する国の借金

財務省ＨＰ

４２１兆円

６６８兆円
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地方の借金も高水準

年度末
（平成）

兆円 合計２００兆円

24兆円

34兆円

31兆円

111兆円
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地方交付税も大幅に不足

総務省ＨＰ 11平成24年度地方財政計画の概要

所得税：３２％
酒税：３２％
法人税：３４％
消費税：２９．５％
たばこ税：２５％

○臨時財政対策債の発行
６兆１，３３３億円

・臨時財政対策特例加算相当額
３兆８，３６１億円

・既往債の元利償還金分等
２兆２，９７２億円



地方財政の硬直化が進む
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総務省ＨＰ等

注：経常収支比率は、以下の算式で算定される比率であり、この比率が高いほど
地方公共団体の独自の行政サービスの提供が難しくなるとされる。

人件費、扶助費、公債費等の義務的な経常経費÷地方税、普通交付税、地方譲
与税等×１００（％）

（年度）

経常収支比率の推移

平成
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市町村合併の進展

総務省ＨＰ13



地方交付税の合併特例の終了

総務省ＨＰ等を基に作成
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自治総合センターＨＰ
http://www.jichi‐sogo.jp/document

更新費用試算ソフトの開発・公表
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試算の考え方
推計の対象

• 市町村の公共施設（普通会計の建築物及び病院）及び
インフラ資産（道路、橋りょう、上水道及び下水道）

推計の手法

1. 現在の公共施設等をそれぞれ設定した耐用年数の経
過後に現在と同じ面積・延長等で更新すると仮定して推
計

2. 公共施設等の面積・延長の数量データに更新単価を乗
じることにより将来の更新費用を推計

3. 更新単価は、これまでの工事の実績等を基に設定

4. これまでの投資決算額を既存更新分、新規整備分及び
用地取得分に分類して更新費用の推計結果と比較
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試算の対象など

更新の考え方 数量 資 料

公共施設
60年で建替え
（30年で大規模改修）

延床面積
（㎡）

公有財産台
帳

道 路
15年で舗装部分の更
新（打換え）

面積（㎡）
道路施設現
況調査

橋りょう 60年で架替え 面積（㎡）
道路施設現
況調査

上水道管 40年で更新 延長（ｍ）
水道統計調
査

下水道管 50年で更新 延長（ｍ）
下水道事業に
関する調書
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入力画面（エクセル2007)
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公共施設の整備状況
公共施設の築年別整備状況

（注） この団体は架空のものであり、数字は仮定のものです。 19



公共施設の更新費用の試算
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（注） この団体は架空のものであり、数字は仮定のものです。 20



上水道の整備状況

上水道の年度別の整備延長

導水管 送水管 配水管300ｍｍ以下 配水管500ｍｍ以下

配水管1000ｍｍ以下 配水管1500ｍｍ以下 配水管2000ｍｍ以下 配水管2000ｍｍ以上

耐用年数（40年）を超える年

上水道管の総延長 968,142 m
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（注） この団体は架空のものであり、数字は仮定のものです。 21



上水道の更新費用の試算

上水道管は、耐用年数40年での更新等を前提に、過去の整備年別に 上水道の総整備額 957.9 億円
応じた整備を行うと仮定し、管種別、管径別の管延長に更新単価を

乗じることにより試算している 40年間整備額 862.8 億円

１年当たり整備額 21.6 億円
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（注） この団体は架空のものであり、数字は仮定のものです。
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全体の更新費用の試算
公共施設及びインフラ資産の将来の更新費用の試算

このグラフはインフラ資産及び公共施設の将来の更新費用の試算結果の 40年間整備額 億円
合計を示したものである。

１年当たり整備額 161.4 億円

6,455.9
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（注） この団体は架空のものであり、数字は仮定のものです。 23



建物面積の内訳
公共施設の建物面積の内訳
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（注） この団体は架空のものであり、数字は仮定のものです。 24



耐震化の状況

うち、耐震化未実施
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（注） この団体は架空のものであり、数字は仮定のものです。 25



人口の推移も参考に
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総務省の取組
（市町村間の比較）
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市区町村間の比較が
可能となるよう、更新費
用の試算ソフトを用いて、
平成２３年度に協力団
体に調査を依頼し、集計
し、公表。
○本調査の対象は、平成
21年度までに建設・整
備された公共施設及び
インフラ資産（道路、
橋りょう、上水道及び
下水道）。

○公共施設は普通会計の
50㎡以上の建築物（普
通財産を除く。）とし、
病院、競馬場等は含ん
でいない。 総務省ホームページ→「更新費用の試算」で検索



総務省調査の結果
（平成24年3月26日公表）
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（注意）

・本ページは、総務省が市区町村に調査協力を依頼し、回答があった１１１市区町村の取りま
とめを行い、公表したものを抜粋したものである。

・既存更新額とは、公共施設の建替え及び改修、道路の舗装の打換え、下水管の更新等に
要する経費をいう。



先進団体の取組

• 公共施設マネジメント白書の作成
– 藤沢市、習志野市 ほか

• 京都御池中学校・複合施設
– 中学校、乳幼児保育所、老人デイサービスセンター、在宅介護

支援センターをＰＦＩで一体整備
（出典：京都市ＨＰ）

• 中央公民館を大手スーパー内に移転
– 市立坂出中の旧校舎（昭和３２年建築）を利用している中央公民館を、耐

震診断や補強工事に膨大な費用を要することから、スーパーの空きス
ペースを賃借（10年間）する形態に来年４月から切り替え（香川県坂出
市）。

（出典：産経ニュース 2011.12.2）
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（藤沢市）


